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 １  専決処分の報告について  



議案第  ２  号  

 

 

   専決処分の承認を求めることについて  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、

承認を求める。  

  令和６年２月１５日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  国の交付金を活用した低所得者支援及び物価高騰の影響を受

けた生活者や事業者支援に係る費用、本市が代理で受け入れた

能登半島地震により甚大な被害を受けた能登町へのふるさと納

税による寄附に係る費用並びに南流山中学校の移転に伴う通学

路の安全対策に係る費用について、特に緊急を要したため、令

和６年１月２６日付けで令和５年度流山市一般会計補正予算

（第７号）について専決処分したので、その承認を求めるため

である。  



専  決  処  分  書  

 

 令和５年度流山市一般会計補正予算（第７号）について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別冊のと

おり専決処分する。  

  令和６年１月２６日  

流山市長   井  崎  義  治    



議案第 ４  号  

 

 

流山市附属機関に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

流山市附属機関に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制

定する。  

令和６年２月１５日提出  

流山市長  井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  流山市予防接種健康被害調査委員会を構成する委員のうち、

関係行政機関の職員の定数を改めるためである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   流山市附属機関に関する条例の一部を改正する条例  

 流山市附属機関に関する条例（昭和４６年流山市条例第６号）の一部

を次のように改正する。  

 別表流山市予防接種健康被害調査委員会の項定数の欄中「２人」を「１

人」に改める。  

   附  則  

 この条例は、令和７年１２月１日から施行する。  



議案第  ５  号  

 

 

流山市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供

に関する条例の一部を改正する条例の制定について  

流山市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条

例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。  

令和６年２月１５日提出  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８

号）による行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）の一部改正

により、同法別表第２が廃止されることに伴い、同表を引用し

ている条文を改め、及び国民健康保険法（昭和３３年法律第  

１９２号）等の一部改正により、健康保険証が廃止されること

に伴い、健康保険証の記載情報の確認を行っている事務につい

て、当該情報を庁内連携において利用する特定個人情報として

追加するためである。  



流山市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供

に関する条例の一部を改正する条例  

流山市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条

例（平成２７年流山市条例第２８号）の一部を次のように改正する。  

第２条に次の２号を加える。  

（６）特定個人番号利用事務  法第１９条第８号に規定する特定個人番

号利用事務をいう。  

（７）利用特定個人情報  法第１９条第８号に規定する利用特定個人情

報をいう。  

第４条第１項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番

号利用事務」に改め、同条第３項中「法別表第２の第２欄に掲げる事

務」を「特定個人番号利用事務」に、「同表の第４欄に掲げる特定個人

情報」を「利用特定個人情報」に、「当該特定個人情報」を「当該利用

特定個人情報」に改める。  

別表第２の２の項特定個人情報の欄中「徴収に関する情報」の次に

「（以下「介護保険給付等関係情報」という。）」を加え、同表の８の

項特定個人情報の欄中「及び地方税関係情報」を「、地方税関係情報及

び国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）又は高齢者の医療の確

保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）による医療に関する給付の

支給又は保険料の徴収に関する情報（以下「医療保険給付関係情報」と

いう。）」に改め、同表の１１の項特定個人情報の欄中「及び地方税関

係情報」を「、地方税関係情報及び医療保険給付関係情報」に改め、同

表の１９の項特定個人情報の欄及び２０の項特定個人情報の欄中「及び

生活保護関係情報」を「、生活保護関係情報及び医療保険給付関係情

報」に改め、同表の２３の項特定個人情報の欄中「法別表第２の２６の

項の第４欄に掲げる特定個人情報」を「医療保険給付関係情報、雇用保

険法（昭和４９年法律第１１６号）による給付の支給に関する情報、職

業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成２３

年法律第４７号）による職業訓練受講給付金の支給に関する情報、児童

福祉法による小児慢性特定疾病医療費、療育の給付又は障害児入所給付

費の支給に関する情報、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法



律第１２９号）による資金の貸付けに関する情報、障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３

号）による自立支援給付の支給に関する情報、難病の患者に対する医療

等に関する法律（平成２６年法律第５０号）による特定医療費の支給に

関する情報、生活保護関係情報、生活保護法による就労自立給付金又は

進学準備給付金の支給に関する情報、児童扶養手当法（昭和３６年法律

第２３８号）による児童扶養手当の支給に関する情報、母子及び父子並

びに寡婦福祉法による給付金の支給に関する情報、特別児童扶養手当等

の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）による障害児福祉手

当、特別障害者手当又は国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０

年法律第３４号）附則第９７条第１項の福祉手当の支給に関する情報、

地方税関係情報、母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）による養育

医療の給付又は養育医療に要する費用の支給に関する情報、児童手当法

（昭和４６年法律第７３号）による児童手当又は特例給付の支給に関す

る情報、介護保険給付等関係情報、国民年金法（昭和３４年法律第１４１

号）による年金である給付の支給又は保険料の徴収に関する情報、特定

障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律（平成１６年法律第

１６６号）による特別障害給付金の支給に関する情報、年金生活者支援

給付金の支給に関する法律（平成２４年法律第１０２号）による年金生

活者支援給付金の支給に関する情報、特別支援学校への就学奨励に関す

る法律（昭和２９年法律第１４４号）による特別支援学校への就学のた

め必要な経費の支弁に関する情報、学校保健安全法（昭和３３年法律第

５６号）による医療に要する費用についての援助に関する情報、特別児

童扶養手当等の支給に関する法律による特別児童扶養手当の支給に関す

る情報、地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）による公

務上の災害又は通勤による災害に対する補償に関する情報、中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配

偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）による永住帰

国費、自立支度金、一時金又は一時帰国旅費の支給に関する情報、同法

による支援給付又は配偶者支援金の支給に関する情報及び公的給付の支

給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に関する法律

（令和３年法律第３８号）第３条第３項第１号から第３号までに規定す

る事項」に改める。  



   附  則  

 この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の

施行の日から施行する。  

 



議案第  ６  号  

 

 

   流山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する

条例の一部を改正する条例の制定について  

 流山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。  

  令和６年２月１５日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  流山市いじめ対策調査会委員及び流山市学校事故調査委員会

委員の報酬について、活動の実態に則した報酬体系に整備する

ためである。  

 

 



   流山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する

条例の一部を改正する条例  

 流山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（平成１４年流山市条例第４号）の一部を次のように改正する。  

 別表第２中  

「     

を  
 いじめ対策調査会委員  日額  ２４，８００円   

 学校事故調査委員会委員  日額  ２４，８００円   

   」

「     

に  

 いじめ対策調査会委員  日 額  ２ ４ ， ８ ０ ０ 円 （ 委 員

が会議に出席する場合）  

３ ０ 分 当 た り  ５ ， ０ ０ ０ 円

（ 委 員 が 調 査 、 収 集 し た 情 報

の 整 理 ・ 検 証 、 報 告 書 等 の 文

書 作 成 、 打 合 せ 等 の 業 務 を 実

施する場合）  

 

 学校事故調査委員会委員  日 額  ２ ４ ， ８ ０ ０ 円 （ 委 員

が会議に出席する場合）  

３ ０ 分 当 た り  ５ ， ０ ０ ０ 円

（ 委 員 が 調 査 、 収 集 し た 情 報

の 整 理 ・ 検 証 、 報 告 書 等 の 文

書 作 成 、 打 合 せ 等 の 業 務 を 実

施する場合）  

 

   」

改める。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、令和６年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この条例による改正後の流山市特別職の職員で非常勤のものの報酬

及び費用弁償に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後の勤務

について適用し、同日前の勤務については、なお従前の例による。  



議案第  ７  号  

 

 

流山市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の一

部を改正する条例の制定について  

流山市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の一部を

改正する条例を別紙のとおり制定する。  

令和６年２月１５日提出  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  地方自治法の一部を改正する法律（令和５年法律第１９号）

による地方自治法（昭和２２年法律第６７号）の一部改正に伴

い、会計年度任用職員に勤勉手当の支給を開始するとともに、

会計年度任用職員の期末手当の支給月数の改定を行うほか、所

要の改正を行うためである。  

  



流山市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の一

部を改正する条例  

（流山市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改

正）  

第 １ 条  流 山 市 会 計 年 度 任 用 職 員 の 給 与 及 び 費 用 弁 償 に 関 す る 条 例  

（令和元年流山市条例第８号）の一部を次のように改正する。  

  第２条第１項中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に

改める。  

  第３条中「月額２９２，１００円」を「流山市職員の給与に関する

条例（昭和２６年流山市条例第５号。以下「給与条例」という。）別

表第１の行政職給料表に規定する２級９３号給の給料月額」に改める。 

  第４条中「流山市職員の給与に関する条例（昭和２６年流山市条例

第５号。以下「給与条例」という。）」を「給与条例」に改める。  

  第１１条第１項後段を削り、同条第２項中「（任命権者（法第６条

第１項に規定する任命権者をいう。以下同じ。）を同じくするものに

限る。次項及び第２１条において同じ。）」を削る。  

  第１１条の次に次の１条を加える。  

  （フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当）  

 第１１条の２ 給与条例第２０条の規定は、任期の定めが６か月以上

のフルタイム会計年度任用職員について準用する。  

 ２  前条第２項及び第３項の規定は、前項の規定による勤勉手当の支

給について準用する。この場合において、前条第３項中「期末手当」

とあるのは、「勤勉手当」と読み替えるものとする。  

  第２１条第１項中「この条」を「この条及び次条」に、「第１９条

第２項中「１００分の１２５」とあるのは「１００分の１３５」と、

同条第４項」を「第１９条第４項」に改める。  

  第２１条の次に次の１条を加える。  

  （パートタイム会計年度任用職員に対する勤勉手当）  

 第２１条の２ 給与条例第２０条の規定は、任期の定めが６か月以上

のパートタイム会計年度任用職員について準用する。この場合にお

いて、同条第２項第１号中「勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれ

その基準日現在（退職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、

又は死亡した日現在。次項及び附則第５項第４号において同じ。）



において受けるべき扶養手当の月額及びこれに対する地域手当の

月額の合計額を加算した額」とあるのは、「勤勉手当基礎額」と、

同条第３項中「それぞれその基準日現在において職員が受けるべき

給料の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額」とあるの

は、「それぞれその基準日（退職し、又は死亡した職員にあっては、

退職し、又は死亡した日）以前６か月以内のパートタイム会計年度

任用職員としての在職期間における報酬（フルタイム会計年度任用

職員との権衡を考慮して市長が規則で定める額を除く。）の１か月

当たりの平均額」と読み替えるものとする。  

 ２  前条第２項及び第３項の規定は、前項の規定による勤務手当の支

給について準用する。この場合において、前条第３項中「期末手当」

とあるのは「勤勉手当」と読み替えるものとする。  

  第２４条中「任命権者」の次に「（法第６条第１項に規定する任命

権者をいう。以下同じ。）」を加える。  

 （流山市職員の育児休業等に関する条例の一部改正）  

第２条  流山市職員の育児休業等に関する条例（平成４年流山市条例第

２号）の一部を次のように改正する。  

  第７条第２項中「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第

２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下次条において「会

計年度任用職員」という。）を除く。）」を削る。  

  第８条中「職員（」の次に「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２２条の２第１項に規定する」を加える。  

 （流山市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条  流山市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（令和

５年流山市条例第２５号）の一部を次のように改正する。  

  第６条を削る。  

  附則第１項中「、第４条及び第６条」を「及び第４条」に改める。  

附  則  

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。  

 



議案第  ８  号  

 

 

流山市手数料条例の一部を改正する条例の制定について  

流山市手数料条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。  

令和６年２月１５日提出  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提 案理由  建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）の一部改正に伴

い、新たな特例許認可制度が創設されることから当該制度に係

る事務の手数料を追加するとともに、地方公共団体の手数料の

標準に関する政令（平成１２年政令第１６号）の一部改正に伴

い、危険物の浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所等の設置許可の

審査に係る手数料の額を改定するほか、所要の改正を行うため

である。  



流山市手数料条例の一部を改正する条例  

流山市手数料条例（平成１２年流山市条例第１号）の一部を次のよう

に改正する。  

別表第１中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を

「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改める。  

別表第９中  

「     

 ３４  建築基準法施行令第１３７

条の１６第２号の規定による認

定の申請に対する審査  

１件につき３２，０００円   

  

  

   」  

を  

「     

 ３４  建築基準法施行令第１３７

条の１２第６項又は第７項の規

定による認定の申請に対する審

査  

１件につき２８，０００円   

  

  

 ３５  建築基準法施行令第１３７

条の１６第２号の規定による認

定の申請に対する審査  

１件につき３２，０００円   

  

  

   」  

に改める。  

別表第１１中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を

「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」に改める。  

別表第１３中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関

係」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律関係」に改

め、同表の１の項から５の項まで中「建築物のエネルギー消費性能の向

上に関する法律」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法

律」に改め、同表の６の項中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律施行規則」を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する

法律施行規則」に改め、同表摘要２、摘要３、摘要９及び摘要１０中

「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「建築物のエネ



ルギー消費性能の向上等に関する法律」に改める。  

別表第１５中「１，１８０，０００円」を「１，４５０，０００円」に、 

「     

 危 険 物 の 貯 蔵 最 大 数

量 が ５ ， ０ ０ ０ キ ロ

リ ッ ト ル 以 上 

１ ０ ， ０ ０ ０ キ ロ リ

ットル未満のもの  

１件につき１，４１０，０００円   

  

  

 

 

   」  

を  

「     

 危 険 物 の 貯 蔵 最 大 数

量 が ５ ， ０ ０ ０ キ ロ

リ ッ ト ル 以 上 

１ ０ ， ０ ０ ０ キ ロ リ

ットル未満のもの  

１件につき１，７２０，０００円   

  

  

 

 

   」  

に 、 「 １ ， ５ ９ ０ ， ０ ０ ０ 円 」 を 「 １ ， ９ ２ ０ ， ０ ０ ０ 円 」 に 、  

「 １ ， ９ ５ ０ ， ０ ０ ０ 円 」 を 「 ２ ， ３ ６ ０ ， ０ ０ ０ 円 」 に 、  

「 ２ ， ２ ７ ０ ， ０ ０ ０ 円 」 を 「 ２ ， ７ ４ ０ ， ０ ０ ０ 円 」 に 、  

「 ４ ， ５ ５ ０ ， ０ ０ ０ 円 」 を 「 ５ ， ６ ４ ０ ， ０ ０ ０ 円 」 に 、  

「 ５ ， ８ ２ ０ ， ０ ０ ０ 円 」 を 「 ７ ， ２ ４ ０ ， ０ ０ ０ 円 」 に 、  

「７，０７０，０００円」を「８，７９０，０００円」に改める。  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、令和６年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  この条例による改正後の別表第１５の規定は、この条例の施行の日

以後の申請について適用し、同日前の申請については、なお従前の例

による。  

 



議案第  ９  号  

 

 

   財産の取得について  

 市は、次の財産を取得する。  

  令和６年２月１５日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治    

 

 

１  財産の表示  

（１）種   目  土地  

（２）所   在  流山都市計画事業運動公園周辺地区一体型特定土

地区画整理事業４６街区１画地の一部  

（３）面   積  ８，０００．００平方メートル  

２  取 得 の 目 的  市野谷小学校用地の取得  

３  取 得 金 額  １，２００，０００，０００円  

４  取得の相手方  流山都市計画事業運動公園周辺地区  

一体型特定土地区画整理事業  

施行者  千葉県  

          代表者  千葉県知事  熊谷  俊人  

 

 

 

 



地目 地積　㎡

宅地 8,000.00

合計 8,000.00

参考資料

土 地 目 録

所在

流山都市計画事業運動公園周辺地区
一体型特定土地区画整理事業４６街区１画地の一部







議案第  １１  号  

 

 

流山市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について  

 流山市介護保険条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。  

令和６年２月１５日提出  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  第１号被保険者に係る令和６年度から令和８年度までの介護

保険料の額を定めるためである。  



流山市介護保険条例の一部を改正する条例  

流山市介護保険条例（平成１２年流山市条例第６号）の一部を次のよ

うに改正する。  

第４条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度か

ら 令 和 ８ 年 度 ま で 」 に 改 め 、 同 項 第 １ 号 中 「 ２ ８ ， ６ ０ ０ 円 」 を 

「 ２ ８ ， ０ ０ ０ 円 」 に 改 め 、 同 項 第 ２ 号 中 「 ３ ７ ， ５ ０ ０ 円 」 を 

「 ３ ５ ， ９ ０ ０ 円 」 に 改 め 、 同 項 第 ３ 号 中 「 ４ ７ ， ７ ０ ０ 円 」 を 

「 ４ ７ ， １ ０ ０ 円 」 に 改 め 、 同 項 第 ４ 号 中 「 ５ ７ ， ９ ０ ０ 円 」 を 

「 ６ １ ， ０ ０ ０ 円 」 に 改 め 、 同 項 第 ５ 号 中 「 ６ ８ ， ２ ０ ０ 円 」 を 

「 ７ １ ， ８ ０ ０ 円 」 に 改 め 、 同 項 第 ６ 号 中 「 ７ ８ ， ４ ０ ０ 円 」 を 

「８２，６００円」に改め、同号イ中「又は第１７号イ」を「、第１７

号 イ 又 は 第 １ ８ 号 イ 」 に 改 め 、 同 項 第 ７ 号 中 「 ８ ５ ， ２ ０ ０ 円 」 を  

「８９，７００円」に改め、同号イ中「又は第１７号イ」を「、第１７

号 イ 又 は 第 １ ８ 号 イ 」 に 改 め 、 同 項 第 ８ 号 中 「 ８ ８ ， ６ ０ ０ 円 」 を  

「９３，３００円」に改め、同号イ中「又は第１７号イ」を「、第１７

号イ又は第１８号イ」に改め、同項第９号中「１０２，３００円」を 

「１０７，７００円」に改め、同号イ中「又は第１７号イ」を「、第 

１７号イ又は第１８号イ」に改め、同項第１０号中「１０９，１００円」

を「１１４，９００円」に改め、同号イ中「又は第１７号イ」を「、第  

１７号イ又は第１８号イ」に改め、同項第１１号中「１１５，９００円」

を「１２９，２００円」に改め、同号イ中「又は第１７号イ」を「、第

１７号イ又は第１８号イ」に改め、同項第１２号中「１２２，７００円」

を「１４３，６００円」に改め、同号イ中「又は第１７号イ」を「、第

１７号イ又は第１８号イ」に改め、同項第１３号中「１２９，５００円」

を「１５７，９００円」に改め、同号イ中「又は第１７号イ」を「、第

１７号イ又は第１８号イ」に改め、同項第１４号中「１３６，４００円」

を「１７２，３００円」に改め、同号イ中「又は第１７号イ」を「、第

１７号イ又は第１８号イ」に改め、同項第１５号中「１４３，２００円」

を「１８６，６００円」に改め、同号イ中「又は第１７号イ」を「、第

１７号イ又は第１８号イ」に改め、同項第１６号中「１５０，０００円」

を「２０１，０００円」に改め、同号イ中「又は次号イ」を「、次号イ

又 は 第 １ ８ 号 イ 」 に 改 め 、 同 項 第 １ ７ 号 中 「 １ ６ ０ ， ２ ０ ０ 円 」 を  

「２１５，３００円」に改め、同号イ中「部分を除く。）」の次に「又



は次号イ」を加え、同項第１８号中「１７０，５００円」を「２２９，７００円」

に改め、同号を同項第１９号とし、同項第１７号の次に次の１号を加え

る。  

（１８）次のいずれかに該当する者  ２２２，５００円  

  ア  合計所得金額が１，５００万円以上２，０００万円未満であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しないもの  

  イ  要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態とな

るもの（令第３９条第１項第１号イ（(１ )に係る部分を除く。）

に該当する者を除く。）  

第４条第２項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度か

ら令和８年度まで」に、「１５，０００円」を「１５，８００円」に改

め、同条第３項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度か

ら令和８年度まで」に、「１５，０００円」を「１５，８００円」に、

「２０，４００円」を「２１，６００円」に改め、同条第４項中「令和

３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に、

「１５，０００円」を「１５，８００円」に、「４４，３００円」を 

「４６，７００円」に改める。  

附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、令和６年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  この条例による改正後の第４条の規定は、令和６年度から令和８年

度までの年度分の保険料について適用し、令和５年度分までの保険料

については、なお従前の例による。  

 



議案第  １２  号  

 

 

流山市重度障害者医療費及び特定疾病者医療費の支給に関する条

例の一部を改正する条例の制定について  

流山市重度障害者医療費及び特定疾病者医療費の支給に関する条例の

一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。  

令和６年２月１５日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  受給権者が行う現況の届出について、市長が認める場合は不

要とするとともに、重度障害者医療費の受給資格者の定義を改

めるほか、所要の改正を行うためである。  



   流山市重度障害者医療費及び特定疾病者医療費の支給に関する条

例の一部を改正する条例  

 流山市重度障害者医療費及び特定疾病者医療費の支給に関する条例

（平成１９年流山市条例第４５号）の一部を次のように改正する。  

 第３条第８項中「平成１７年法律第１２３号」の次に「。以下「障害

者総合支援法」という。」を加える。  

 第４条第１項第１号中「市町村」の次に「（特別区を含む。第３号に

おいて同じ。）」を加え、同項第３号を次のように改める。  

（３）その他本市の住民基本台帳に記録されている者又は身体障害者福

祉法若しくは知的障害者福祉法に基づく援護若しくは障害者総合

支援法第１９条の規定による支給決定を本市から受けている者で

あって、他の市町村が行う重度障害者医療費の助成制度の受給対

象者とならないもの等、市長が特に必要と認めたもの  

第６条第１項中「控除した額（一部負担金及び自己負担金の合計額が

負担基準額に満たないときは当該合計額）とする」を「控除した額と

し、一部負担金及び自己負担金の合計額が負担基準額に満たないとき

は、支給を行わない」に改める。  

第１０条に次のただし書を加える。  

 ただし、市長が届出を要しないと認めるときは、この限りでない。  

第１２条に次のただし書を加える。  

 ただし、市長が届出を要しないと認めるときは、この限りでない。  

別表第２を次のように改める。  

別表第２（第６条関係）  

２級の精神障害者に係る重度障害者医療費の算定方法  

重度障害者医療費の額の算定方法（月額）  備考  

（（各月に保険医療機関等に支払った一部

負担金及び自己負担金の合計額（精神疾患

に係る分を除く。））－（当該一部負担金

及び自己負担金に対する給付又は附加給付

に相当する額））×１/２  

（１）給付される食事療

養及び生活療養に係

る負担額は、一部負

担金及び自己負担金

の合計額には算入し

ない。  

（２）社会保険各法以外



の法令により医療の

給付を受けた場合に

おいては、当該法令

の規定により国等が

負担する額を控除す

る。  

 別表第３を次のように改める。  

別表第３（第６条関係）  

 特定疾病者医療費の額の算定方法  

特定疾病者医療費の額の算定方法（月額）  備考  

（各月に保険医療機関等に支払った特定疾病に係る

一部負担金及び自己負担金の合計）－１０，０００

円  

特定疾病者医療

費 の 支 給 額 は 、

１ ０ ,０ ０ ０ 円

を限度とする。  

附  則  

この条例は、公布の日から施行する。  



議案第  １３  号  

 

 

   流山市児童発達支援センターの設置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例の制定について  

 流山市児童発達支援センターの設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例を別紙のとおり制定する。  

  令和６年２月１５日提出  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  児童福祉法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６６

号）による児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）の一部改

正に伴い、引用条文の整理を行うためである。  



流山市児童発達支援センターの設置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例  

流山市児童発達支援センターの設置及び管理に関する条例（平成２６

年流山市条例第３６号）の一部を次のように改正する。  

 第４条第２号中「第６条の２の２第５項」を「第６条の２の２第４

項」に改め、同条第３号中「第６条の２の２第６項」を「第６条の２の

２第５項」に改め、同条第４号中「第６条の２の２第７項」を「第６条

の２の２第６項」に改める。  

附  則  

この条例は、令和６年４月１日から施行する。  



議案第  １４  号  

 

 

流山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について  

 流山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。  

  令和６年２月１５日提出  

                 流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  母体保護法施行規則等の一部を改正する内閣府令（令和５年

内閣府令第８６号）による特定教育・保育施設及び特定地域型

保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する

基準（平成２６年内閣府令第３９号）の一部改正に伴い、当該

基準に準じて改正するためである。  

 

 



流山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例  

流山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例（平成２６年流山市条例第２３号）の一部を次のように

改正する。  

第２３条の見出しを「掲示等」に改め、同条中「掲示しなければなら

ない」を「掲示するとともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送

信（公衆によって直接受信されることを目的として公衆からの求めに応

じ自動的に送信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当するものを

除く。）により公衆の閲覧に供しなければならない」に改める。  

第５３条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他

これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができ

る物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）」に

改める。  

附  則  

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２３条の改正規定

は、令和６年４月１日から施行する。  



議案第  １９  号  

 

 

流山市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について  

流山市国民健康保険条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定す

る。  

令和６年２月１５日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健

康保険法等の一部を改正する法律（令和５年法律第３１号）に

よる国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）の一部改正

に伴い、退職者医療制度の経過措置が廃止されたことから、当

該制度に関する規定を削除するためである。  



   流山市国民健康保険条例の一部を改正する条例  

 流山市国民健康保険条例（平成３年流山市条例第６号）の一部を次の

ように改正する。  

第７条の３の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「一般

被保険者（法附則第７条第１項に規定する退職被保険者等（以下「退職

被保険者等」という。）以外の被保険者をいう。以下同じ。）に係る」

を削り、同条第１号ア中「（一般被保険者に係るものに限る。）」を削

り、同号イ中「第２２条」を「第７条」に改め、「県が行う国民健康保

険の一般被保険者に係るものに限るものとし、」を削り、同号カ中「退

職被保険者等に係る療養の給付に要する費用の額から当該給付に係る一

部負担金に相当する額を控除した額並びに入院時食事療養費、入院時生

活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、

移送費、高額療養費及び高額介護合算療養費の支給に要する費用の額並

びに県が行う国民健康保険の一般被保険者に係る」及び「及び退職被保

険者等に係る国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用の額」を削

り、同条第２号イ中「第２２条」を「第７条」に改め、同号ウ中「（エ

において「国民健康保険保険給付費等交付金」という。）（退職被保険

者等の療養の給付等に要する費用（法附則第２２条の規定により読み替

えられた法第７０条第１項に規定する療養の給付等に要する費用をい

う。以下同じ。）に係るものを除く。）」を削り、同号エ中「法附則第

９条第１項の規定により読み替えられた」及び「並びに国民健康保険保

険給付費等交付金（退職被保険者等の療養の給付等に要する費用に係る

ものに限る。）」を削り、同条第３号中「（一般被保険者に係るものに

限る。）」を削る。  

第８条の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「一般被保

険者に係る」を削り、「一般被保険者につき」を「被保険者につき」に

改め、「（一般被保険者と退職被保険者等とが同一の世帯に属する場合

には、当該世帯を一般被保険者の属する世帯とみなして算定した世帯別

平等割額）」を削る。  

第９条の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条第１項中「一

般被保険者」を「被保険者」に改める。  

第１１条（見出しを含む。）中「一般被保険者に係る」を削る。  

第１２条から第１５条までを次のように改める。  



第１２条から第１５条まで  削除  

第１６条中「又は第１２条」及び「（一般被保険者と退職被保険者等

とが同一の世帯に属する場合には、第８条の基礎賦課額と第１２条の基

礎賦課額との合算額をいう。第１９条及び第２０条第１項において同

じ。）」を削る。  

第１６条の２の見出し及び同条各号列記以外の部分中「一般被保険者

に係る」を削り、同条第１号中「であって、県が行う国民健康保険の一

般被保険者に係るもの」を削り、同条第２号ア中「第２２条」を「第７

条」に改め、同号イ中「法附則第９条第１項の規定により読み替えられ

た」を削り、同条第３号中「（一般被保険者に係るものに限る。）」を

削る。  

第１６条の３の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「一

般被保険者」を「被保険者」に改める。  

第１６条の４の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「一

般被保険者」を「被保険者」に改める。  

第１６条の５（見出しを含む。）中「一般被保険者に係る」を削る。  

第１６条の６から第１６条の８までを次のように改める。  

第１６条の６から第１６条の８まで  削除  

第１６条の９中「又は第１６条の６」及び「（一般被保険者と退職被

保険者等が同一の世帯に属する場合には、第１６条の３の後期高齢者支

援金等賦課額と第１６条の６の後期高齢者支援金等賦課額との合算額を

いう。第１９条及び第２０条第２項の規定により読み替えて準用する同

条第１項において同じ。）」を削る。  

第１６条の１０第２号ア中「第２２条」を「第７条」に改め、同号イ

中「法附則第９条第１項の規定により読み替えられた」を削る。  

第１９条第１項中「、第１２条、」を「若しくは」に改め、「若しく

は第１６条の６」及び「若しくは第１５条」を削り、同条第２項中「、

第１２条、」を「若しくは」に改め、「若しくは第１６条の６」を削

り、「又は第１６条の１１」を「若しくは第１６条の１１」に改め、

「若しくは第１５条」を削る。  

第２０条第１項中「又は第１２条」を削り、同条第２項中「又は第 

１２条」及び「又は第１６条の６」を削り、同条第３項中「又は第１２

条」を削る。  



第２０条の３第１項中「又は第１５条」を削り、同条第２項中「又は

第１５条」及び「又は第１６条の８」を削り、同条第３項第１号中「又

は第１５条」を削り、同条第４項中「又は第１５条」及び「又は第１６

条の８」を削る。  

第２０条の４第１項中「又は第１２条」を削り、同条第２項中「又は

第１２条」及び「又は第１６条の６」を削り、同条第３項及び第４項中

「又は第１２条」を削り、同条第５項中「又は第１２条」及び「又は第

１６条の６」を削り、同条第６項中「又は第１２条」を削る。  

附  則  

（施行期日）  

１  この条例は、令和６年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この条例による改正後の第５章の規定は、令和６年度以後の年度分

の保険料について適用し、令和５年度以前の年度分の保険料について

は、なお従前の例による。  



議案第  ２０  号  

 

 

柏市と流山市との間の証明書の交付等の事務委託の廃止に関する

協議について  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第２項の規

定により、柏市と流山市との間の証明書の交付等の事務委託に関する規

約を廃止する規約を別紙のとおり制定することについて、柏市と協議す

るに当たり、同条第３項において準用する同法第２５２条の２の２第３

項の規定により、議会の議決を求める。  

令和６年２月１５日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  柏市と流山市との間の証明書の交付等の事務委託に関する規

約を廃止する規約を制定することについて協議するに当たり、

議会の議決を求めるものである。  

  



柏市と流山市との間の証明書の交付等の事務委託に関する規約を

廃止する規約  

柏市と流山市との間の証明書の交付等の事務委託に関する規約（平成  

１３年流山市告示第１２５号）は、廃止する。  

附  則  

この規約は、令和６年７月１日から施行する。  

 



議案第  ２１  号  

 

 

流山市と我孫子市との間の証明書の交付等の事務委託の廃止に関

する協議について  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１４第２項の規

定により、流山市と我孫子市との間の証明書の交付等の事務委託に関す

る規約を廃止する規約を別紙のとおり制定することについて、我孫子市

と協議するに当たり、同条第３項において準用する同法第２５２条の２

の２第３項の規定により、議会の議決を求める。  

令和６年２月１５日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  流山市と我孫子市との間の証明書の交付等の事務委託に関す

る規約を廃止する規約を制定することについて協議するに当た

り、議会の議決を求めるものである。  

  



流山市と我孫子市との間の証明書の交付等の事務委託に関する規

約を廃止する規約  

流山市と我孫子市との間の証明書の交付等の事務委託に関する規約

（平成１３年流山市告示第１２６号）は、廃止する。  

附  則  

この規約は、令和６年７月１日から施行する。  

 



議案第  ２２  号  

 

 

   和解について  

 放射能対策に係る費用の損害賠償請求について、次のとおり和解する。 

 令和６年２月１５日提出  

 

                 流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 
１  事件の概要  

  東日本大震災での東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故によ

り、市が平成２９年４月１日から令和３年３月３１日までに被った損

害について、原子力損害賠償紛争解決センターにあっせんの申立てを

行ったところ、同センターから和解案の提示があった。  

 

２  和解の相手方  

  東京都千代田区内幸町１丁目１番３号  

  東京電力ホールディングス株式会社  

  （旧東京電力株式会社）  

  代表執行役社長  小早川  智明  

 

３  和解の内容  

（１）相手方は、市に対し、損害賠償金として金５万３,０００円の支払

義務があることを認める。  

（２）市と相手方は、次の点を相互に確認する。  

  ア  本和解に定める金額を超える部分につき、本和解の効力が及ば

ず、市が相手方に対して別途損害賠償請求することを妨げない。 

  イ  本和解に定める金額に係る遅延損害金につき、市は相手方に対

して別途請求しない。  

 

 



提案理由  原子力損害賠償紛争解決センターの和解案に基づき和解す

るためである。  



議案第  ２８  号  

 

 

   流山市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について  

 流山市都市公園条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

  令和６年２月１５日提出  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  流山市総合運動公園において指定管理者が行う業務の範囲を

拡大するほか、所要の改正を行うためである。  



流山市都市公園条例の一部を改正する条例  

流山市都市公園条例（昭和５４年流山市条例第２３号）の一部を次の

ように改正する。  

第２条中第４号を第６号とし、第３号を第４号とし、第２号を第３号

とし、第１号の次に次の１号を加える。  

（２）指定都市公園  前号に規定する都市公園のうち、流山市総合運動

公園をいう。  

 第２条第４号の次に次の１号を加える。  

（５）指定公園施設  指定都市公園の公園施設のうち、有料公園施設及

び法第５条第１項に基づき許可を受けた公園施設（指定管理者が

行う業務において同項に基づき許可を受けた公園施設を除く。）

を除いたものをいう。  

第２条の２第１項中「有料公園施設」の次に「及び指定公園施設」を

加える。  

第２条の３第１号中「という。）」の次に「並びに指定公園施設」を

加え、同条中第８号を第９号とし、第４号から第７号までを１号ずつ繰

り下げ、同条第３号中「許可（」の次に「第３条第１項（指定公園施設

に係るものに限る。）及び」を加え、同号を同条第４号とし、同条第２

号を同条第３号とし、同条第１号の次に次の１号を加える。  

（２）指定公園施設における第３条第１項に規定する行為の許可に関す

ること。  

第３条第１項中「都市公園」の次に「（有料公園施設を除く。第４号

において同じ。）」を、「市長」の次に「（指定公園施設においては指

定管理者。次項において同じ。）」を加える。  

第６条中「市長（」の次に「指定公園施設における第３条第１項に係

るもの及び」を加える。  

第７条の２第１項中「指定管理者は、」の次に「第３条第１項の行為

の許可（指定公園施設に係るものに限る。）、」を加え、「及び」を

「又はこれらの許可に係る」に改め、「（第５条第１項に係るものに限

る。）」を削り、同項第４号中「有料公園施設」の次に「又は指定公園

施設」を加え、同条第２項中「規定による許可」の次に「（江戸川河川

敷緑地における有料公園施設に係るものに限る。）」を加え、同項を同

条第４項とし、同条第１項の次に次の２項を加える。  



２  市長は、第３条第１項の行為の許可（指定公園施設に係るものを除

く。）又は当該許可に係る第６条の変更の許可を受けた者の使用が、

前項各号のいずれかに該当する場合は、その許可を取り消し、又はそ

の全部若しくは一部を禁止することができる。  

３  市長は、公用又は公益上その他やむを得ない理由があるときは、第

３条第１項の規定による許可、第５条第１項の規定による許可（江戸

川河川敷緑地における有料公園施設に係るものを除く。）又は第６条

の規定によるこれらの許可の変更に係る許可を取り消すことができ

る。  

第１７条第１項中「又は」を「（指定公園施設に係るものを除く。）

又 は 当 該 許 可 に 係 る 」 に 改 め 、 「 （ 第 ３ 条 第 １ 項 に 係 る も の に 限

る。）」を削り、同条第４項中「第５条第１項の許可又は」を「第３条

第１項の許可（指定公園施設に係るものに限る。）、第５条第１項の許

可又はこれらの許可に係る」に改め、「（第５条第１項に係るものに限

る。）」を削る。  

第１９条第３項中「第５条第１項の使用の許可及び」を「第３条第１

項の行為の許可（指定公園施設に係るものに限る。）、第５条第１項の

使用の許可及びこれらの許可に係る」に改め、「（第５条第１項に係る

ものに限る。）」を削る。  

第２０条第１項第１号中「含む」を「含み、第３条第１項の規定によ

る許可にあっては、指定公園施設に係るものを除く」に改め、同条第２

項第１号中「使用者（」の次に「第３条第１項（指定公園施設に係るも

のに限る。）又は」を加え、「当該」を「これらの」に改め、同項第２

号中「除く。）」の次に「又は指定公園施設」を加える。  

第２１条第１項各号列記以外の部分中「行為の許可又は」を「行為の

許可（指定公園施設に係るものを除く。以下この条において同じ。）又

は当該許可に係る」に改め、「（第３条第１項に係るものに限る。）」

を 削 り 、 同 項 第 ３ 号 中 「 又 は 」 の 次 に 「 当 該 許 可 に 係 る 」 を 加 え 、

「（第３条第１項に係るものに限る。）」を削り、同条第２項中「許可

又は」の次に「当該許可に係る」を加え、「（第３条第１項に係るもの

に限る。）」を削る。  

別表第４中「第１２条第１号」を「第１２条第２項第１号」に、「第

１２条第７号」を「第１２条第２項第７号」に、「第１２条第８号」を



「第１２条第２項第８号」に、「第１２条第９号」を「第１２条第２項

第９号」に改める。  

別表第５のうち、３  附属設備利用料の表備考第２項中「２  屋内施

設利用料」を「３  屋内施設利用料」に改め、同表を４  附属設備利用

料の表とし、別表第５のうち、２  屋内施設利用料の表備考第８項中

「 １  屋 外 施 設 利 用 料 」 を 「 ２  屋 外 施 設 利 用 料 」 に 改 め 、 同 表 を 

３  屋内施設利用料の表とし、別表第５のうち、１  屋外施設利用料の

表を２  屋外施設利用料の表とし、同表の前に次の１表を加える。  

１  行為に係る利用料  

区分  単位  金額  

物 品 の 販 売 又 は

頒 布 、 募 金 そ の

他 こ れ ら に 類 す

る行為  

１人       １日  １１１．００円  

１平方メートル  １日  ３３．００円  

業として写

真の撮影を

行う場合  

常時  写真機１台    １月  １，１００．００円  

臨時  写真機１台    １日  １１０．００円  

業 と し て 映 画 の

撮影を行う場合  

１回２時間以内  １，１００．００円  

興業を行う場合  １平方メートル  １日  １１．００円  

競 技 会 、 展 示 会

そ の 他 こ れ ら に

類 す る 催 し の た

め に 指 定 公 園 施

設 の 全 部 又 は 一

部 を 独 占 し て 利

用する場合  

１平方メートル  １日  １．１０円  

  備考  

   １  使用の面積が１平方メートル未満であるとき又はその面積に

１平方メートル未満の端数があるときは、１平方メートルとし

て計算する。  

   ２  利用料の額が月額で定められている場合において、利用の期



間が１月未満であるとき又はその期間に１月未満の端数がある

ときは、１月として計算する。  

附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、令和８年４月１日から施行する。ただし、別表第４の

改正規定並びに次項及び附則第３項の規定は、公布の日から施行す

る。  

 （準備行為）  

２  この条例による改正後の流山市都市公園条例（以下「改正後の条

例」という。）に基づく指定公園施設に係る指定管理者の指定に関す

る手続及び指定管理者が指定公園施設の管理を行うための準備行為

は、この条例の施行の日前においても行うことができる。  

３  指定公園施設における行為に係る申請、許可その他の行為は、この

条例の施行の日前においても行うことができる。  

 （経過措置）  

４  改正後の条例別表第５のうち１  行為に係る利用料の表の規定は、

この条例の施行の日以後の指定公園施設における行為に係る利用料に

ついて適用し、同日前の指定公園施設における行為に係る使用料につ

いては、なお従前の例による。  

 



議案第  ２９  号  

 

 

流山市水道事業給水条例の一部を改正する条例の制定について  

流山市水道事業給水条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定す

る。  

令和６年２月１５日提出  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関

する法律（令和５年法律第３６号）による水道法（昭和３２年

法律第１７７号）の一部改正に伴い、規定中の省令名を改める

ためである。  

   



流山市水道事業給水条例の一部を改正する条例  

流山市水道事業給水条例（平成１０年流山市条例第１５号）の一部を

次のように改正する。  

第５条及び第３５条第２項ただし書中「厚生労働省令」を「国土交通

省令」に改める。  

附  則  

この条例は、令和６年４月１日から施行する。  



議案第  ３０  号  

 

 

   権利の放棄について  

次のとおり権利を放棄したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第９６条第１項第１０号の規定により、議会の議決を求める。  

  令和６年２月１５日提出  

流山市長   井  崎  義  治    

 

 
１  権利の内容  平成１８年２月及び同年３月の市営住宅家賃及び駐

車場使用料に係る未納額６６，６００円の金銭債権  

２  放棄により  流山市在住者  

利益を受け  

る者     

３  放棄の理由  債務者が令和元年１０月７日付けで千葉地方裁判所

松戸支部民事部から免責許可の決定を受けたため、

権利を放棄するものである。  

４  放棄の時期  議決の日  

 

 

 



報告第  １  号  

 

 

   専決処分の報告について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告す

る。  

  令和６年２月１５日報告  

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告理由  公用車の物損事故に係る和解及び損害賠償の額の決定につい

て専決処分したので、報告するためである。  



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

  令和５年１１月２９日  

流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事 件 名  健康福祉部健康増進課の職員が、公務のため公

用車を流山市役所第４庁舎東側の駐車スペース

に後進により駐車しようとしたところ、駐車さ

れていた相手方車両に接触したことによる当該

相手方車両の物損事故  

２  発 生 年 月 日  令和５年３月３日  

３  発 生 場 所  流山市平和台１丁目１番地の１  

（流山市役所敷地内）  

４  相 手 方  流山市在住者  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月日  令和５年１１月２９日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の損害額の全額を市が負担する。  

８  損 害 賠 償 額  ５６，５８４円  



専  決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

  令和５年１２月１４日  

流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事 件 名  健康福祉部高齢者支援課の職員が、公務のため

公用車で流山市南福祉会館の駐車場に後進によ

り駐車しようとしたところ、駐車されていた相

手方車両に接触したことによる当該相手方車両

の物損事故  

２  発 生 年 月 日  令和５年８月２５日  

３  発 生 場 所  流山市大字南１０２番地の２  

           （流山市南福祉会館駐車場内）  

４  相 手 方  流山市在住者  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月日  令和５年１２月１４日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の損害額の全額を市が負担する。  

８  損 害 賠 償 額  ３１０，６５１円  

 

 


